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学校適正配置の地区別具体案について 

教育委員会では、広報なりた 1月 15 日号で公表した将来の児童生徒数の推計結果に基

づき、小中学校の現状及び長期展望を踏まえ、あくまでも子どもたちにとって、どのよ

うな教育や教育環境がもっとも望ましいものであるかという視点から、また教育の機会

均等、教育諸条件の公平性を確保する観点から、さらには地域コミュニティへの影響等

も勘案しながら、学校適正配置の具体案について検討しました。 
 

○基本方針 
１ 過小規模校、過大規模校ともに、教育環境として様々な課題があるため、学校適正

配置により課題の解消を図ります。 
２ 学校規模の適正化については一学年複数学級が確保できる 12 学級から 18 学級規模

の学校となるよう目指します。 
 ただし、児童生徒の通学環境や地域コミュニティに対する一定の配慮から、必ずし

も一学年複数学級という目標が達成できない場合も考えられますが、こうした場合は、

複式学級の解消を最低限の目標として学校規模適正化に取り組むものとします。 
３ 複式学級となる過小規模の小学校は同一地区（注 1）内での統合を基本とします。 
４ 地域コミュニティに配慮して一地区あたり一小学校は当分の間存続しますが、中学

校については、小規模校と適正規模校との教育的格差は小学校よりも拡大し、その弊

害も大きなものとなってしまうおそれがあるため、小規模校については統合します。 
５ 大規模校の適正化については、まず教室の転用、学区の再編について検討し、それ

でもなお適正化されない場合、分離新設を検討します。 
６ 学校統合によって通学区域が拡大した学区については、地域の実態に応じて、児童

生徒の通学における安全確保のためにスクールバス等を運行します。 
７ 統合対象学区の児童生徒は、その実情に応じて他の学校へ指定校変更できるように

するなど、柔軟な対応がとれるようにします。 
８ 学校統合後、廃校となる学校の土地、建物については、地域での市民利用等、市民

ニーズを十分に踏まえて有効に活用できるよう、地域の皆さんと協議します。 
 

なお、今回統廃合対象校としてあげられた学校以外でも、今後の動向によっては過小

規模となる可能性のある学校が何校かありますが、今後、小規模特認校制度（注 2）の導

入検討、児童ホームの整備促進、放課後子ども教室推進事業などの実施により、児童数

の確保に努めます。 
教育委員会は、今後、この学校適正配置案を試案として、保護者の方々や地区の皆さ

んと十分協議を重ね、そのなかで提案されたご意見等も尊重し、皆さんからのご理解を

いただきながら、よりよい形で学校適正配置について進めていきたいと考えています。 
 
 
注 1 ここでいう地区とは成田地区、公津地区、八生地区、中郷地区、久住地区、豊住地区、遠山地区、成田ニュータ

ウン地区、下総地区、大栄地区の 10 地区を指します。 
注 2 小規模校の教育のよさや特色を生かした教育を希望する生徒・保護者に、教育委員会が指定した学校について学

区外（成田市内に限る）からの入学を認める制度です。 
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○地区別適正配置案 
【成田地区】 

成田小学校と美郷台小学校は既存施設で対応可

能です。 
成田中学校は、全体的には生徒数は増加傾向で

すが、学級数としては平成 19 年度と同数で推移す

ると考えられます。 
なお成田中学校については、市全域の適正配置

に伴い、豊住中と統合し、また花崎町、馬橋、新

町、囲護台を西中学校区から成田中学校区へ移管

するなど、西中との学区見直しを行ないます。 
 
 
 
 
 
 

 
【公津地区】 

公津小学校は、今後当分の間は大きな児童数の

変動は見込まれません。平成小学校と公津の杜小

学校は、学区内の人口増加に伴い、児童数も着実

に増えていくと見込まれるため、校舎の増築が必

要となります。 
中学校に関しては、西中学校の大規模校化に対

処するために、分離校を公津の杜地区に新設しま

す。 
 
 
 
 
 

 
【八生地区】 
八生小学校については、児童数は減少傾向であるものの平成 25 年度においても複式学級

化は見込まれません。また地域コミュニティの拠点としての重要性にも鑑み、当分の間、

現状を維持することとします。 
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【中郷地区】 

中郷小学校では児童数が減少し、平成 20 年度には複式学級規模となる見込みです。 
このため、本来であれば他校と統合した方が教育環境としては望ましいのですが、地区

にある唯一の学校であり、コミュニティ拠点としての重要性にも鑑み、今後の児童数の推

移をみながら、当分の間は現状を維持することとします。 
ただし、小規模化が更に進展し、教育上の弊害が増大する事態となった場合は、学校統

合について地区と協議します。 
 
【久住地区】 

久住第一小学校は、児童数も徐々に増えていく

ものと見込まれます。しかし、久住第二小学校に

ついては現在よりも小規模化が進むと考えられ、

教育活動への影響が懸念されることから、同一地

区内にある久住第一小学校と統合することとし

ます。また統合にあわせて、スクールバスを運行、

あるいはコミュニティバスと連携し、児童の安全

確保を図ります。 
久住中学校に関しては学校規模はほぼ横ばい

ですが、今後、久住区画整理区域内への入居が進むにつれ、生徒数も増加していくものと

思われるため、現状を維持することとします。 
 
【豊住地区】 

豊住小学校については、児童数は減少傾向で

あるものの平成25年度においても複式学級化は

見込まれません。また地域コミュニティの拠点

としての重要性にも鑑み、当分の間、現状を維

持することとします。 
豊住中学校については小規模化が更に進むと

予想され、教育活動にも影響が生じるおそれが

あるため、成田中学校と統合することとします。

通学距離としては遠距離となりますが、統合に

あわせてスクールバスを運行、あるいはコミュ

ニティバスと連携し、生徒の安全確保を図りま

す。 
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【遠山地区】 

三里塚小学校と本城小学校は児童数が増加傾向です

が、教科・少人数学習室等を転用することで、対応は

可能です。 
東小学校については小規模化が更に進むと予想され、

教育活動にも影響が生じるおそれがあり、学校統合が

必要となるため、遠山地区としての一体性を考慮し、

遠山小学校と統合することとします。また統合にあわ

せて、スクールバスを運行、あるいはコミュニティバ

スと連携し、児童の安全確保を図ります。 
遠山中学校については、学校規模としても適正に近

いため、現状を維持することとします。 
 
 

 
【成田ニュータウン地区】 
橋賀台小学校、新山小学校、吾妻小学校及び玉造小学校は、現施設で対応は可能です。 
神宮寺小学校は児童数が増加傾向であり、教室数不足となるおそれがありますが、不足

する教室数が２教室程度であることから、教科・少人数学習室等を転用することで、対応

は可能です。 
向台小学校は増加傾向、中台小学校は減少傾向ですが、現

在開発が進んでいる中台４丁目の一部を中台小学校区へ移管

するなど、両校の学区割りを見直し、平準化に向けて調整を

図ります。 

加良部小学校も増加傾向ですが、当分の間は教科教室など

の転用によって対応し、児童数の動向をみながら、増築また

は仮設校舎の検討を行なうものとします。 
吾妻中学校についてはやや減少傾向ですが、将来的には再び増加する可能性があります。

また、玉造中学校についてはやや増加傾向ですが施設には余裕があります。 
今後の成田ニュータウン地

区における生徒数の増減次第

では、将来的には吾妻中学校

と玉造中学校との統合の可能

性もあります。 
西中学校は公津の杜地区の

人口増加に伴い、大幅に生徒

数が増加しています。また中

台中学校でも生徒数の増加に

より教室不足となりつつあり

（学区見直し前：中学校） （学区見直し後：中学校）
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ます。 
これらの問題を解決するために、西中学校の分離校を公津の杜地区に新設し、あわせて、

加良部２丁目および加良部４～６丁目を中台中学区から西中学区へ、また花崎町、馬橋、

新町、囲護台を西中学校区から成田中学校区へ移管するなど、西中学校周辺の学区再編を

実施します。 
 
【下総地区】 

下総地区には小学校が４校あり、多くの地域で過疎

化・少子化が進展していることから、抜本的な解決の

ために統合小学校を新設します。また統合にあわせて、

スクールバスを運行、あるいはコミュニティバスと連

携し、児童の安全確保を図ります。下総中学校につい

ては、減少傾向ではあるものの複数学級は維持できる

と思われるため、現状を維持することとします。 
 
 
 

 
【大栄地区】 

大栄地区は、今後徐々に小規模化が進み、将来的

に地区の小学校統合が必要と思われるため、小学校

２校を新設し統合します。また統合にあわせて、ス

クールバスを運行、あるいはコミュニティバスと連

携し、児童の安全確保を図ります。 
大栄中学校については、減少傾向ではあるものの

複数学級は維持できると思われるため、現状を維持

することとします。 
 
 
 
 

 
○目標年次 
① 早急に過小規模解消に取り組むべき学校（東小学校、久住第二小学校、豊住中学校）･･･

最短で平成 21 年度を目途とします。 
② 最短でも５～６年後を目標とする学校（下総地域・大栄地域小学校の統合および再

編）･･･平成 25～26 年度以降を目途とします。 
③ 過大規模校の解消（公津の杜小学校、西中学校）･･･平成 25 年度を目途とします。 
④ 学区の再編（向台小学校、中台小学校、成田中学校、西中学校、中台中学校）･･･平成

21 年度以降、随時見直しを行ないます。 
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○適正配置達成後のすがた（平成 25 年度） 

児童数 学級数 児童数 学級数
成⽥⼩学校 851 26 851 26
遠⼭⼩学校 73 6
東⼩学校 18 (3)
三⾥塚⼩学校 464 16 464 16
久住第⼀⼩学校 156 6
久住第⼆⼩学校 37 (4)
中郷⼩学校 35 (4) 35 (4)
豊住⼩学校 60 6 60 6
⼋⽣⼩学校 70 6 70 6
公津⼩学校 177 6 177 6
向台⼩学校 475 16 370 12 中台4丁⽬の⼀部を中台⼩学校区へ移管
加良部⼩学校 804 24 804 24
橋賀台⼩学校 271 11 271 11
新⼭⼩学校 304 12 304 12
吾妻⼩学校 324 11 324 11
⽟造⼩学校 326 12 326 12
中台⼩学校 107 6 212 8 中台4丁⽬の⼀部を向台⼩学校区から移管
神宮寺⼩学校 224 9 224 9
平成⼩学校 546 18 546 18 校舎増築
本城⼩学校 298 12 298 12
滑河⼩学校 73 6
⼩御⾨⼩学校 123 6
名⽊⼩学校 26 (4)
⾼岡⼩学校 57 (5)
⼤須賀⼩学校 70 (5)
桜⽥⼩学校 108 6
津富浦⼩学校 124 6
前林⼩学校 69 6
川上⼩学校 178 6
公津の杜⼩学校 764 25 764 25 校舎増築
美郷台⼩学校 368 13 368 13

⼩学校　合計 7580 302 7580 279
成⽥中学校 442 12
豊住中学校 29 3
遠⼭中学校 352 11 352 11
久住中学校 81 3 81 3

⻄中学校 994 27 525 15
公津の杜地区新設中学校を分離、加良部2丁⽬および4
〜6丁⽬を中台中学校区から移管、花崎町・⾺橋・新
町・囲護台を成⽥中学校区へ移管

中台中学校 599 18 419 12 加良部2丁⽬および4〜6丁⽬を⻄中学校区へ移管
吾妻中学校 204 6 204 6
⽟造中学校 243 8 243 8
下総中学校 156 6 156 6
⼤栄中学校 279 9 279 9
新設中学校（公津の杜地区） 542 16

中学校　合計 3379 103 3379 103

対応策学校名 変更前 変更後

193 8 久住第⼀⼩学校と久住第⼆⼩学校を統合

91 6 遠⼭⼩学校と東⼩学校を統合

279 12 下総地区4校を新設校へ統合

302 12 ⼤須賀⼩学校・桜⽥⼩学校・津富浦⼩学校を新設校へ
統合

247 10 前林⼩学校と川上⼩学校を新設校へ統合

578 17 成⽥中学校と豊住中学校を統合。花崎町、⾺橋、新町、
囲護台を⻄中学校区から移管

 


